
平成 19 年度障害者自立支援調査研究プロジェクト 事業実施報告概要 

事 業 名 
障害者相談支援の地域包括支援センターにおける展開と課題に関する調

査研究事業 

 

事 業 目 的 

 

障害者相談支援が目指すケアマネジメントが地域包括支援センターにお

いて実現される可能性とその必要条件、また、三障害の対応を巡って分

かれている障害者相談支援事業が今後目指すべき方向性と諸課題につ

いて明らかにし、施策提案にまとめることを目的とする。 

事 業 概 要 

①900 市区町村に現在の障害者相談支援に関する体制や委託状況及び

課題、地域包括との連携等の実施状況や課題、今後の方向性について

のアンケート調査、②厚生労働省調査及び本会会員からの情報を基に障

害者相談支援に地域包括を活用している 52 市町村及び当該域内の地域

包括に対して、現在の体制、相談の状況及び課題アンケート調査、③障

害者相談支援に地域包括を活用している 19 市町村の地域包括で障害者

の相談に応じる際の実際的な課題についてヒアリング調査を実施し、その

結果から、地域包括支援センターにおける障害者相談支援の課題を明ら

かにし、その解決及び今後の市町村の相談支援体制の充実に向けた施

策の提案を検討する。 

事業実施結果 

及び効果 

地域包括支援センターで取り組まれた障害者相談の一体的運用の経

緯は様々であったが限られた専門職と数少ないサービス提供事業所の中

でいかに効果的に地域住民の困難な相談に応じていくのかという目的は

共通していた。そこで行われていた①住民組織を巻き込んだ地域のネット

ワーク（相互の地域資源活用の工夫）、②身近な機関にいる専門職の連

携（他分野間の協議の工夫）、③チームによる家族支援（家族への計画的

対応の工夫）は専門職が不足していても、あるいは事業所が少なくても、

地域とあるいは組織間で効果的な連携の方法をとれば、十分に機能の高

い相談支援体制をつくることができることを示すとともに、高齢者と障害者

という対象者では切り分けできない「家族支援」や「継続的複合的課題を

抱えた利用者」への取り組みの方向性を示している。 

これらの要素を障害者相談支援専門員や介護支援専門員の研修プロ

セスに何らかの形で盛り込むことで、今後の地域や家族をベースとした支

援力を高めることに繋がると考える。 
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